
事業番号 81

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 中央ナースセンター事業
事業開始

年度
平成５年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
予算補助

関係する計画、通
知等

・平成２２年４月２２日厚生労働省発医政０４２２第７
号「医療関係者養成確保対策費等補助金、医療関係
者研修費等補助金及び臨床研修費等補助金の国庫
補助について」
・平成２２年３月２４日医政発０３２４第２１号「看護職
員確保対策事業等の実施について」

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

保健師、助産師、看護師及び准看護師（以下「看護職員」という。)の未就業者の就業促進など、看護職員の確保を図るた
め、都道府県ナースセンター事業の活動を支援・指導等都道府県ナースセンターを統括する事業を実施することにより、
医療機関等の看護職員の不足解消及び在宅医療の推進に寄与することを目的とする。

担当部局庁 医政局 担当課室 看護課 野村看護課長

会計区分 一般会計 上位政策
必要な医療従事者を確保するとともに、資質の向上
を図ること。

23年度要求

予算額(補正後） 140 140 143 114 114

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

求人・求職情報の提供や無料職業紹介など、潜在看護職員の再就業の促進を図るナースセンター事業に対する補助を行
う。
補助先：（社）日本看護協会
基準額：（人件費）９，５８０千円、（運営事業費）１０４，４５２千円　※平成２２年度ベース
補助率：定額

実施状況 （社）日本看護協会が事業主体となり、毎年度実施。

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 100.0% 100.0% 100.0%

執行額 140 140 143

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

事業終了後、補助事業者から提出された実績報告書に基づき、すべての経費について支出先、使途を把握している。した
がって、事業目的の実現や効果の観点からの検証は行われている。
また、各都道府県及び都道府県ナースセンターにおける事業の実態調査及びヒアリングを行い、実施状況の把握を行っ
た。

見直しの
余地

当該事業においては、都道府県ナースセンターと連携し、年間約1万3千人もの看護職員の再就業を実現するなどの成果
を上げており、看護師等の人材確保の促進に関する法律に基づいた、看護職員の確保を図る上で重要な事業の一つであ
る。
一方では、総事業費が伸びている中、補助金収入が数千万円程度不足しており、同法人による自己財源により事業費の
不足を補っているところ。さらに、平成22年度予算においては、公益法人に対する補助金等の見直しを行ったこともあり、
厳しい運営状況にあることから、経費縮減など事業の効率化に努め、総事業費を抑制することが今後の課題である。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

本事業の必要性、執行の観点からの評価としては、概ね妥当であるが、引き続き効率的な執行に努めること。

総事業費(執行ベース) 162 178 183

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省

１４３百万円

【補助】

A.（社）日本看護協会

１４３百万円

看護職員の確保を図るため、都道府県ナースセン

ター事業の活動を支援・指導等都道府県ナースセ

ンターを統括する事業を実施

【委託】

NCCS（Nurse Center Computer System）業務

B.株式会社等７７．９百万円（７）

内訳
１みずほ情報総研株式会社６２．６百万円

２エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社３．４百万円

２株式会社日本能率協会総合研究所３．４百万円

４三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社２．９百万円

５学校法人学習院２．７百万円

６株式会社武蔵野データサービス２．３百万円

７株式会社メディア・プラン０．６百万円



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.（社）日本看護協会 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託料 a株式会社　他数社 78

その他
会議開催経費（謝金、旅費）、需用
費（消耗品費等）、NCCS（Nurse
Center Computer System）使用料

17

人件費 正規職員、アルバイト 47

計 142 計 0

役務費
ナースセンターコンピュータシステムの運
用にかかる経費 62.6

B.みずほ情報総研株式会社 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 62.6 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


